
医療機関・介護事業所への緊急財政支援を求める意見書  

 

新型コロナウイルス感染症の拡大が続くなか、医療・介護従事者は、自らの感

染リスクと闘いながら、住民の生命と健康を守るために日々休むことなく奮闘し

ています。  

しかし、医療機関では入院・外来患者の著しい減少が見られ、介護事業所では

利用を控える人が増えています。こうしたことが、多くの医療機関・介護事業所

に大幅減収による深刻な経営悪化をもたらしています。  

新型コロナウイルス感染症収束の見通しはいまだ立たず、このままでは経営破

綻による医療・介護崩壊が起こりかねません。  

新型コロナウイルス感染症拡大の波を乗り越えるためにも、最前線で国民の命

と健康を守るために奮闘している医療機関・介護事業所への財政支援は必要不可

欠です。  

以上のことから、国においては、医療機関・介護事業所への迅速かつ大規模な

財政支援を講じるよう強く要請いたします。  

 

以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出いたします。 
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